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１．事業概要 

本事業は、国産木質ペレットの品質向上を目的として実施されたものであり、特に燃焼

時に発生するクリンカ問題の解決を主眼とした。 

国産材であるスギ・ヒノキを原料としたペレットは、海外製品と比較して灰成分の特性

が異なり、燃焼時のトラブル要因となっている。 

本事業では、製造実態調査、成分分析、シミュレーション、燃焼試験等を通じて、クリ

ンカ発生の要因解明および抑制手法の検討を行った。 

１－１．背景と課題 

近年、再生可能エネルギーの活用が求められる中で、木質バイオマスの利用拡大が進め

られている。一方、国産ペレットをストーブで燃焼する際にクリンカの問題があること

が知られているが、これは、日本固有の樹種であるスギ・ヒノキ等に含まれる成分（カ

リウム等）や全木ペレットに含まれる樹皮の成分に由来した問題で、灰の融点が低いた

め発生するとされている。 

この問題は、灰融点の高いマツ系を中心に樹皮を含まないホワイトペレットを主に利用

している欧米では、あまり問題となっていない状況である。 

課題は、 国産のペレットは、スギ・ヒノキ等を原料とし、樹皮を含んだ全木ペレット

が普及している中、原料特有の成分に起因したクリンカが機器燃焼部で発生し、機器の

トラブル発生の要因になっている。 

この問題に対して、クリンカ発生を抑制するための添加剤に関する研究が行われてきて

いるが、コスト面で実用化に至っていない状況である。 

 

１－２．実施概要 

課題解決のためのアプローチとして、表１―１の８項目になります。 

①全国的な実態の調査として、当協会（JPA）が把握している全国の商用ベースのペレ

ット事業者にアンケート調査の実施 

②協力可能なペレット事業者からペレットサンプルの入手。 

③サンプルの灰化を行い、灰の成分分析、溶融挙動試験の実施。 

④中部大学と協力して、灰の成分とクリンカ発生に関する予測シミュレーションを実施

し、灰の融点を上昇させる添加物の調査と効果の検証を実施。 
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⑤添加物を混ぜたペレットの試作実施。 

⑥そのペレットをペレットストーブで燃焼試験を実施 

⑦添加物のコスト検討実施 

⑧報告書作成  

    表１―１ 課題解決のためのアプローチ 

 

１－３．成果と目標 

成果目標は、 

①  国産ペレットであってもクリンカの発生が少ない高品質なペレットが生産できる

ようになる。そして、ペレット生産者のペレット品質への関心が高まり、JAS 規格

の浸透が図れることで、国産ペレットの品質向上が期待できる。 

② ISO に記載された灰溶融挙動の基準値を JAS に引用することができるようになる。

そして、灰溶融挙動を含む製品認証が可能になり、高品質なペレットを市場に提供でき

ることで、JAS/ISO 基準への適合と認証につながる。 

③ クリンカの発生が少ないペレットを使うことで、ユーザーは灰処理が簡単になる。

また、全国のペレット工場のペレットが国産や輸入のペレットストーブで安心して使え

るようになることで、ペレットストーブユーザーの増加が期待される。 

④ 国産ペレットが普及し、国産材利用が増加する。 

以上が、想定している成果目標である。 
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１－４．計画と実績 

計画及び実績は図１－１に示す通りである。黒字が計画で、赤字が実績になる。 

5 月の交付決定後、6 月に第 1 回の検討委員会を開催し、7 月から事業を開始した。実

証事業では、サンプル収集及びクリンカ発生の再現に手間取り、全体的に計画が遅れ気

味になってしまった。 

   図１－１ 計画と実績 

 

 

 

１－５．事業実施体制 

事業実施体制は、図１－２に示す通りである。 

実施体制は、日本木質ペレット協会が全体統括を行い、各実施項目をペレットクラブ、

サンコー環境調査センター、中部大学・PEO 技術士事務所、日本ペレットストーブ工業

会のそれぞれに協力いただき実証事業を進めてきた。 
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 図１－２ 事業実施体制 

 

 

２． 事業実施内容 

２－１．全国の木質ペレット製造実態調査 

全国の木質ペレット製造事業者に対して図２－１のアンケートフォームにより、 

ペレット生産、価格動向、品質管理、認証制度、課題等を把握する為調査を実施し、 

９０件のペレット事業者に依頼し、回答件数３５件となり、そのうち実生産事業者３２

件の集計を行った。 

ペレットの種類割合では、全木ペレットが５０％、ホワイトペレットが４７パーセン

ト、その他が３％であった。 

また、原料樹種では、スギ 100％が全体の３割、マツ 100％が全体の２割、スギとマツ

の混合が５割となり、調査したペレット事業者の８割はスギ材を原料としていることが

判った。 
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   図２－１．アンケートフォーム 
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２－１－１調査データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自社生産しているペ

レットの 50％は全

木、47％がホワイト

である。 

 

自社生産しているペ

レットの 97％は添加

剤を使用していな

い。 

 

自社生産しているス

トーブ用全木小袋用

ペレットの工場渡し

価格は 45～55円/kg

が全体の約 4割であ

る。安い物は 30円

/kg、高い物は 100

円/kgの物がある。 
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自社生産しているス

トーブ用全木業務用

ペレットの工場渡し

価格は 45～55円/kg

が全体の約 4割であ

る。安い物は 30円

/kg、高い物は 100

円/kgの物がある。 

 

自社生産しているス

トーブ用ホワイト小

袋用ペレットの工場

渡し価格は 50～55

円/kgが全体の約 5

割である。安い物は

35円/kg、高い物は

77円/kgの物があ

る。(750円は 10kg

の価格) 

 

自社生産しているス

トーブ用ホワイト業

務用ペレットの工場

渡し価格は 50～55

円/kgが全体の約 4

割である。安い物は

28円/kg、高い物は

55円/kgの物があ

る。(550円は 10kg

の価格) 
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ペレット生産設備の

1次破砕機は、切削

式が約 55％で、約

18％がハンマー式で

ある。 

 

ペレット生産設備の

2次破砕機は、切削

式が約 42％、ハンマ

ー式で約 42％を占め

ている。 

 

ペレット生産設備の

3次破砕機は、ハン

マー式が主流であ

る。 

 

ペレット生産設備の

乾燥機の方式は、約

7割はロータリーキ

ルン方式である。 
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ペレット生産設備の

成型機の方式は、

75％がリングダイ方

式で 25％がフラット

ダイ方式である。 

 

１日の平均工場稼働

時間は 7～8時間が

約 6割を占めてい

る。 

 

ペレット工場の年間

稼働日数は、幅があ

るが、230～240日が

多く全体の約 2割を

占めている。 

ペレット工場のフル

稼働時の生産能力は

4t/日前後が多い。 
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２－１－２．項目毎の詳細要因についての回答 

〇生産量変動の要因（Q49） 

回答では、生産量の変動要因として以下のような意見が多く見られた。 

・需要の増減（特に建設工事やボイラー稼働状況の影響） 

・機械の故障、火災、人事異動による製造量減少 

・原材料調達の困難化や需給バランスの変化 

・一部では、おが粉製造機導入による効率向上も報告された 

要約すると、生産量の変動は外部的要因（需要変動、資材価格）と内部的要因（設備・

人員）の複合的な影響によるものである。 

〇ペレット価格上昇の要因（Q50） 

ペレット価格の上昇については、原材料費・燃料費・電気料金・物流費等の高騰が主因

として挙げられた。また、2024 年度の輸送コスト上昇や FIT 制度の影響も指摘されて

いる。 

多くの事業者がコスト上昇分を価格に十分転嫁できておらず、経営的な圧迫が続いてい

る。 

 

ペレット工場の設備

稼働率は、70～80％

が主流であり、

100％の工場もあ

る。 

ペレット工場の製品

保管方法は、工場内

倉庫保管が 96％を占

めている。 
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〇 生産量および価格上昇に関する意見（Q51） 

・一部事業者は地域貢献の観点から価格据え置きを継続。 

・多くはコスト上昇により採算が悪化。 

・需要が伸び悩み、新規ボイラー需要が少ないとの意見が多い。 

・今後の原料確保や設備更新に対する不安も見られる。 

総じて、事業継続のためには価格転嫁や需要拡大策が必要との認識が広がっている。 

〇 国や自治体への提言（Q53） 

生産者への直接補助を求める声が多く、また、燃料のみならずペレットストーブ・ボイ

ラーへの導入補助の必要性が挙げられた。 

一方で、補助金に過度に依存することによる事業自立の遅れを懸念する意見もある。再

生可能エネルギー政策の一環として、国産材を活用したバイオマスエネルギー促進策の

強化を求める声が多数を占めた。 

〇 熱利用・発電による需要への影響（Q57） 

木質チップとペレットの原料競合により、原料価格の高止まりが発生している。FIT 価

格の据え置きが経営を圧迫しており、発電用途とのバランス調整が課題となっている。 

一部の事業者では、発電用ペレット販売が無いため影響が少ないなど、地域や取引先構

成による差が見られる。 

〇 品質面での取り組み（Q58） 

品質向上のため、原料選定・前処理・含水率および温度管理を徹底している事業者が多

い。一方で、品質基準が市場で明確に評価されにくく、設備投資が困難な点が共通の課

題として挙げられた。 

人材不足や高齢化による製造体制の不安も指摘されている。 

〇品質認証（JAS 等）取得に関する意見（Q61） 

品質認証の取得については、顧客要望があれば前向きに検討する事業者が多い。しか

し、認証費用の高さや国内での測定機器不足が障壁となっており、採算性の懸念が根強

い。 

認証取得による明確な経済的メリットが見えにくく、今後は制度面での支援が求められ

る。 

〇 JPA に対する意見・要望（Q62） 

【現状と課題】 

（1）原料およびコスト構造の問題 

・間伐材などの丸太使用は高コストであり、製材端材への依存が進んでいるが、住宅業

界の動向に左右されるため原料供給が不安定である。 
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・コスト上昇により事業撤退が進み、一部事業者のみが残る状況にある。 

（2）地産地消の形骸化 

・事業撤退により、残存事業者が広域供給を担うこととなり、本来の『地産地消』の理

念が薄れつつある。 

（3）業界内連携の不足 

・バイオマス発電と関わらないペレット業者は、燃料業者と機器メーカーの連携が不可

欠であるが、現状その協力体制が十分に整っていない。 

・ペレットストーブメーカーが特定メーカー（銘建工業）の基準に合わせており、杉

100％ペレットなどではクリンカ発生の問題があり、販売が進みにくい状況。 

（4）補助金制度の課題 

・ペレットボイラー導入時には補助金が利用できるが、更新時には対象外であるため、

更新時に油ボイラーへ戻す施設が増加している。 

・青森県ではすでに 3 か所が油ボイラーへ切り替え、地域市場の縮小が進行中。 

 

（5）放射性物質（セシウム）問題への懸念 

・焼却灰中のセシウム濃度が基準値（8,000 ベクレル以下）を満たしていても、過去に

は 1,300 ベクレルで問題視された事例がある。 

・国内大手メーカーで 2,400 ベクレルの製品が流通しており、情報公開時の影響が懸念

される。 

（6）業界の停滞感 

・業界全体として「正しいことをしている」という意識はあるが、約 20 年間大きな構

造変化がなく、将来に対する失望感が広がっている。 

【改善に向けた要望】 

① 原料確保およびコスト低減に関する支援制度の拡充 

 ・製材端材の安定供給体制の構築支援 

 ・輸送コスト補助や地域間協働体制の推進 

 

② ペレットボイラー更新時の補助金適用の検討 

 ・導入後の更新支援を可能にすることで、燃料転換を防ぎ、継続利用を促進する。 

③ 業界内連携強化と技術標準化の推進 
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 ・ペレット品質と燃焼機器性能のマッチング強化 

 ・クリンカ対策を含めた製品基準の統一化 

④ 放射性物質リスクの情報共有体制構築 

 ・定期検査・公表のルール整備により、ユーザーからの信頼を確保する。 

２－１－３．アンケートの全体総括 

本アンケートから、木質ペレット事業者が直面している主要な課題は以下の通りであ

る。 

① コスト上昇：原材料、電気、物流、人件費の上昇が継続しており、採算性が悪化。 

② 原料調達：バイオマス発電との競合により、安定調達が難しい状況。 

③ 需要停滞：新規ボイラー案件が減少し、家庭用需要の伸び悩みが見られる。 

④ 人材不足：高齢化や担い手不足による製造体制の維持困難。 

⑤ 認証制度：品質評価や認証取得コストへの課題意識が高い 

⑥ 品質  ：クリンカ対策を含めた製品基準の統一化 

 

事業者は地域貢献や環境保全の観点から価格維持を試みているが、現状では経営的に厳

しい局面にある。政策的には、生産者補助や品質認証支援、品質基準、ボイラー導入補

助を通じて、国内ペレット産業の持続的発展を支える必要がある。 

２－１－４．サンプルペレットの収集 

全国の木質ペレット事業者９０社から２３件のサンプル提供と４件の追加サンプルの合

計２７サンプルを収集した。表２－１の赤字が示す通りスギ材が多く使われていること

がわかります。   
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表２－１．木質ペレットサンプル提供事業者リスト 

 

２－２．サンプルペレット分析 

サンプルのペレット分析を実施した。 

２－２－１．試験内容 

【木質ペレット試験試料２３検体の受入れ、分析】 

 ・受入れ試料量：約１０ｋｇ 

〇灰分分析（灰化条件：550℃） 

・灰化作業（ISO 法による 550℃灰化試料作製） 

〇灰の成分分析 

 (SiO₂, Al₂O₃, Fe₂O₃, CaCO₃, MgO, Na₂O, K₂CO₃,MnO, P₂Ｏ₅,   SO₃, Cl) 

〇溶融挙動試験：ISO21404（2020）準拠 

（酸化性/空気、酸化性/CO2、還元性/CO および CO2 混合） 

灰分分析として、550℃での灰化作業を行い、灰の成分分析を行いました。 

溶融挙動試験は、ISO21404 に準拠し、空気中での酸化性、CO2 雰囲気で 

の酸化性と還元性の雰囲気での試験を実施した。 
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２－２－２．試験結果 

【灰の成分析】 

表２－２は最初のサンプル 12 個の灰の成分分析結果になる。 

No.1～12 についてはシリカ成分値が 0.7～34％と濃度に幅がある。概ねマツが高めの傾

向となっている。 

アルミ・鉄は約 0.5～9％だが、概ねシリカと連動した濃度分布がみられる。カリウムに

ついても 5～62%の濃度に幅があり、概ねスギが高い傾向であった。 

硫黄は概ねマツの方が杉より高めの傾向である。 

 

  表２－２ 灰の成分分析結果① 

 

表２－３は残りのサンプル 11 個の灰の成分分析結果である。 

Mo.13～23 についてはシリカ成分値が 0.5～17％と濃度に幅がある。アルミ・鉄は約

0.2～6％だが、概ねシリカと連動した濃度分布がある。カリウムは 16～58%の濃度とな

っており。概ねスギが高い傾向であった。 

硫黄は概ねマツの方がスギより高めの傾向である。 

No.18 のリンが約 27％と高い値となっているが土壌由来なのか要因は不明。 

 



17 
 

表２－３ 灰の成分分析結果② 

  

【灰の溶融性試験】 

表２－４は最初のサンプル 12 個の灰の溶融性試験結果になる。 

酸化性雰囲気（空気）では一般的にマツよりスギの方がカリウム濃度が高く、軟化点が

低い傾向があるとされているが、No.1 マツは軟化点が低めであった。シリカ濃度が

31%と高いため 1200℃付近から溶解したと考えられる。No.4 スギは軟化点が 1100℃を

下回り、カリウム濃度が 60％以上と高濃度であった。酸化性雰囲気（CO2）および還元

性雰囲気ではカリウム濃度が高い試料は軟化点が酸化性雰囲気（空気）より低い傾向で

あった。 
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表２－４ 灰の溶融性試験結果① 

 

表２－５は残りのサンプル 11 個の溶融性試験結果である。 

酸化性雰囲気（空気）では No.18 と No.23 が低めの軟化点であったが他は溶融しない結 

果となった。No.23 は 1300℃以上で溶解した。No.13～23 は全体的にカリウム濃度が

30％以上と高めであったため、酸化性雰囲気（CO2）および還元性雰囲気ではカリウム

濃度が高い試料で軟化点が基準値より低い傾向であった。 
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表２－５ 灰の溶融性試験結果② 

 

 

２－３．シミュレーション・添加物検討 

 

図２－２に示す 23 サンプル+追加サンプル（No.24、No. 4 、No.25、No.27）の

XRF 分析結果の整理から、灰分の組成によって 3 種類の Type に分類することが

できそうである。 

Type I は、欧州産ペレットの灰組成に近く、燃焼ポット内部でのクリンカトラブ

ルが発生しにくい。 

Type II および III は、CaCO3-K2CO3 系の共晶による融液の発生によって燃焼ポ

ット内部でのクリンカが生成しやすいことが想定できる。 
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  図２－２ サンプルの蛍光 X 線分析 

 

 

図２－３は、灰の溶融挙動についてのシミュレーションソフト FactSage の結果

になる。Type II および III は、燃焼ガス中の CO2 濃度の増加によって、 

CaCO3-K2CO3 系の共晶の影響を受けやすいことが判った。 

 図２－３ 灰の溶融挙動について 
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 図２－４は、灰中の CaO および K2O 含有率が高く、SiO2 含有率が低い灰の状

態図である。 

  図２－４ 灰の状態図 

この図は、灰の主成分になりやすい K（カ

リウム）系と Ca（カルシウム）系の炭酸塩

が、温度によって 「溶け始める条件」を示

す。 

混合状態では、約 735–790℃付近から“少

量の融液（融けた成分）”が発生しやす

い。この温度域は燃焼ポット／炉内の温度

域と重なるため、融液ができる起点になり

得る。 

融液が少しでも出ると、それが 粒子同士を

“のり”のようにつなぐため、灰が くっつ

く（付着・凝集）→塊化（焼結）しやすく

なる。 

さらに燃焼中は CO₂が多く、炭酸塩が残り

やすい雰囲気になり得るため、この「低温

で溶け始める」現象が起きやすくなる。 

【重要点】全部が溶ける必要はなく、“少

量の融液”だけで付着・塊化が進み、トラ

ブルにつながり得る。 
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図２－５にペレットストーブ向けクリンカ試験用ペレットおよび燃焼灰の分析結果を示

す。     図２－５ ペレット及び燃焼灰の分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析結果からペレットの灰組成と燃焼ポットの灰組成とを比較するとあまり異なってお

らず、CaCO3-K2CO3 系の共晶による融液の発生によって、燃焼ポット内部でクリンカ

が発生していることが確認された。（図２－６参照） 

     図２－６ 灰の塊状態 

 

 

図２－７に燃焼ポットに堆積した「灰のかたまり」の XRD 測定結果を示す。 

測定結果から、主な結晶相は、CaO、MgO、(Na,K)AlSi3O8 、K2Ca(CO3)2、

Ca5(SiO4)2(CO3) 、Mg(CO3)2 などの複合酸化物や複合炭酸塩が同定された。 

また、2θ=30°付近にブロードなピークがなく、溶融したガラス状物質は生成していな

いことが判った。 
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図２－７ 「灰のかたまり」の XRD 測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－８に No.4 のペレットストーブでの燃焼試験結果を示す。 

グラフを見ると、燃焼ポットの中央底部の温度は 1000～1100℃。左側上部は、火炎の

揺らぎによって 700～1000℃に変動しており、ストーブの燃焼ポットの部位により、温

度が全く異なることが判る。 
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 図２－８ No.４ペレットのストーブでの燃焼温度測定 

 

図２－９は、ペレットストーブの燃焼状態とクリンカ生成モデルを図にしたものであ 

る。 

上部の図が示す通り、ペレットの供給速度が遅いときは、ペレットが完全に燃焼し、灰

が飛散している。 

ストーブでは、下部の図の通りペレットが間欠供給されるため、ペレットが燃焼して灰

化したときに新しいペレットによる燃焼がおこり、CO2 濃度が高く、共晶化合物の凝集

がおこっていることが判った。 
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図２－９ ペレットストーブの燃焼状態とクリンカ生成モデル 

 

 

図２－１０は、添加物調査及び添加物を混ぜたことによる効果の検証結果を示す。 

 

   図２－１０ 添加物を混ぜたことによる効果の検証結果 
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添加剤はタルク、カオリンを所定量混合し、試験灰を作製した。スギ灰は 800℃で発

泡・溶融するが、スギ灰に添加剤をペレットに 0.5wt%添加すると、1200℃まで収縮が

おこらなくなることが判った。 

【シミュレーション及び添加物検討の総括】 

〇灰の量と組成：灰分率は 0.30〜2.50%とペレット種で大きく異なり、多くの試料で

K₂O・CaO が主要成分。特に K 高・Si/Al 低の灰は約 800℃でも付着・凝集しやすい。 

〇塊の成因（XRF 所見）：燃焼ポット側灰と塊の XRF 組成は概ね同等で、特定成分の

濃縮で塊ができたというより、同組成灰の凝集・焼結による塊化が主体。K–Ca 優勢

系では手で崩れる焼結塊として現れやすい。 

〇間欠供給と CO₂分圧の影響：投入直後は CO₂高分圧で炭酸塩相が安定化し、薄い融液

膜を介して再付着・凝集が起こりやすい。燃焼安定後に CO₂が低下すると脱炭酸等で

脆化・粉化し、理想的には空気流で搬送される。 

〇機構の整理と対策：燃焼ポット温度域は 735–790℃付近の低融点域と重なり、K–Ca

炭酸塩系液相が「糊」として焼結・凝集を促進、残渣がサイクルで成長してクリンカ

化する。燃料側（K 固定化等）に加え、流れ最適化・停滞域低減で「粉化→搬送」を

成立させることが有効である。 

 

２－４ 混合ペレットの試作・コスト検討 

木質ペレット燃焼時のクリンカ抑制のため、添加剤を混合させてペレットを試作する試

験を実施した。 

 

２－４－１．添加剤の種類 

 中部大学の二宮研究室での試験結果から、添加物はタルクとカオリンの 2 種類で

検討した。タルクよりもカオリンの方が粘性があるように思われた。 

 

表２－６．添加物 

No. 種類 商品名称 状態 調達先 

１ タルク タルク
SSS 

粉体 日本タルク株式会社 

２ カオリン CG-15 粉体 共立マテリアル株式会社 
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図２－１１写真．タルク        図２－１２ 写真．タルクの粉 

 

２－４－２．試験の対象 

 全国調査の結果から、2 種類のペレットを対象に試験を行うこととした。選定はサン

コー環境調査センターによる全国のペレットの成分分析ならびに灰の溶融挙動から、

特徴的な２種類とした。 

表２－７．対象となるペレット 

No. 名称 原料 備考 

４ A ペレット スギ  

２４ B ペレット スギ  

 

２－４－３。試験の方法 

試験はペレットクラブのコンテナ式ペレットプラントで実施した。試験の手順は次

の通り。 

 

１） 原料の粉砕 

２） 粉砕後の水分と重量を測定 

３） 水分 10%w.b.に合わせるために原料にスプレーで加水しながら混合 

（5 分間） 

４） 加水後の原料の水分を測定 

５） 加水後の原料に添加剤を重量比 1％で添加し、混合（5 分間） 

６） 成型機で成型、冷却 

７） かさ密度を測定 

８） 機械的耐久性を測定 
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図２－１３ 試験のフロー 

 

 

２－４－４．  図２－１４ 試験器具 

 

A, 粉砕機        B. まぜ太郎（コンクリートミキサ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原料ペレット 粉砕 

混合 

（水） 

混合 

(添加剤) 

水分測定 

重量測定 

水分測定 

成型 

機械的

耐久性 

かさ 

密度 
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C.水分測定器（赤外線加熱式）         D.電子天秤(A/D EK-6100i) 

E.噴霧器              F.成型機(新興工機 S-5) 

F.成型機外観               G.かさ密度測定 
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H. 機械的耐久性試験機（BEA Tumbler1000 I. ふるい振とう器（BEA BA400N） 

 

２－４－５ 試験の様子            

 

  図２－１５ 粉砕後のペレット     図２－１６ 原料と添加剤の混合 

 

２－４－５ 試験の結果と考察 

試験に先立って、EN プラス認証品のペレットを入手して機械的耐久性（DU）を試験し

たところ、閾値である 97.5％を超えていた。南砺は DU は高いものの、かさ密度（BD）

がかなり低かった。一方、青森は DU が閾値よりも低い反面、BD が高かった。 

 添加物を混合した結果、NO.24 のサンプペレット、はタルクでは圧縮を 8mm まで上

げても成型が困難で、機械的 DU は 82％が最大だった。一方、カオリンでは成型性が非

常によく、98％を超えた。また、歩留まりも 7～9 割となった。 
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 No4 のサンプルペレットは、非常に圧縮すると硬くなりやすく、ダイスが高負荷にな

り停止するため圧縮を 8→6→4mm と落とすしかなかった。結果として圧縮率が低いた

め、成型性が悪く、良くても 93％が最大で、歩留まりも 4 割と大変悪い結果となっ

た。 

 原料による成型性の違いが DU や歩留まりに大きく影響することから、実際のプラン

トでの成型に際しては、次の点に注意しながら試験を繰り返す必要がある。 

① 添加剤の粒度と混ぜ方 

② 水分調整 

③ ダイスの選定 

 

〇 添加剤による対策 

カオリンおよびタルクを添加することで、灰の溶融温度が上昇することが確認された。 

添加率は約 1%程度が有効であり、クリンカ発生抑制に一定の効果が認められた。 

ただし、混合方法やコスト面において課題が残る。 

 

２－５．ストーブ燃焼試験結果 

実際のペレットストーブにてサンプルの燃焼試験を実施した。 

■試験燃料 No （主成分）（図２－１７参照） 

 ※各 10 ㎏ 

① NO.9 （スギ）、② NO.24 （スギ）、③ NO.4 （スギ）、④ No.25 （ス

ギ） 

⑤ No.19 （マツ）、⑥ No.27 （スギ）、 

■試験機種 

・エコティ PS302（西村精工）  暖房出力:最大 5.4kw  

・PelleStar 300（豊実精工）   暖房出力：最大 7.4kw 

・EDILKAMIN LIKE 80（北越融雪） 暖房出力：最大 7.6kw 

・RS－4（新越ワークス）     暖房出力：最大 6.0kw 
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各機種において最大燃焼時の燃焼灰とクリンカ形成について調べた。 

 

  図２－１７ サンプルペレット及び燃焼試験器具 

 

 

 

 



33 
 

２－５－１ No9 サンプルペレット燃焼試験結果 

 

 

２－５－２ No24 サンプルペレット燃焼試験結果 

 

 

 

 



34 
 

２－５－３ No25 サンプルペレット燃焼試験結果 

 

 

２－５－４ No19 サンプルペレット燃焼試験結果 
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２－５－５ No27 サンプルペレット燃焼試験結果 

 

 

 

【ストー燃焼試験総括】 

試験試料中で試験機の燃焼状態に最も影響を与えた試料は、クリンカ生成、給気不足に

よる不完全燃焼、燃料供給経路閉塞の発生した【No.24】と結論付ける。該当試料は、

ペレットストーブでのクリンカ生成が見られる杉材・間伐材を主原料としており、添加

剤によるクリンカ抑制効果が確認できれば、クリンカ生成が課題となっている全国の他

ペレット燃料への効果が見込めるのではないかと思われる。 

 

３．全体事業総括 

・日本固有の樹種であるスギ・ヒノキに含まれるアルカリ成分や灰の溶融特性が  ク

リンカ発生に影響する。 

・ペレットストーブ燃焼では、燃料が間欠投入されることから、燃焼温度や O2/CO2 濃

度の時間的変化及び空間的分布があり、これらは灰の溶融特性（酸化雰囲気・還元雰囲

気）と関連づけることが可能であることが推察される。 
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・FactSage によるシミュレーションからは、燃焼温度により K・Ca 共晶体による融液

とガラス成分による融液の発生が予想されたが、燃焼実験からはクリンカ発生には、ガ

ラス成分による融液よりも K・Ca 共晶体による融液が影響していることが推察された。 

・ペレットへの添加剤として、カオリン・タルクにクリンカ抑制効果があることが実証

された。 

 

４．今後の課題 

・クリンカ発生要因について、具体的な成分（K・Ca）や燃焼時の雰囲気（酸化性/還元

性）が影響することが判ったが、定量的な評価が出来ていないため、クリンカ発生のメ

カニズムをさらに調査する必要がある。 

   ⇒燃焼温度測定・ガス分析などの導入による、燃焼状況・クリンカ発生 

     メカニズム等についての調査 

   ⇒ガラス成分の融液によるクリンカがなぜできないのか検証 

・クリンカ抑制添加剤として、カオリン・タルクを混ぜることで効果があることは判明

したが、添加方法の詳細が不明確である。 

   ⇒成型性/コスト/添加剤混合・分離/添加割合 

・ペレット燃焼機器の燃焼条件の調整が出来ていない。 

   ⇒添加剤の添加割合と燃焼条件の最適化 
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